県　有　地　購　入　申　込　書

令和　　年　　月　　日

富山県知事　　新 田　八 朗　殿
　　　　　　　　　　　　　　 （申込者） 住所（所在地）　

                                         商号（名称）

代表者名（氏名）　　　　　　　　　　　　印
　下記の県有地を購入したいので、富山県会計規則、契約条項等を承諾のうえ申込みます。

記

　申込物件
	物　件　所　在　地

	


＜注意事項＞

１　添付書類として、誓約書、住民票の写し（個人の場合）、役員一覧表（法人の場合）、登記事項証明書（商業・法人登記）を同封してください。

２　共有名義で申し込まれる場合、申込人の欄には、共有者を代表して申込手続を行う方の所定事項を記入してください。
　また、共有者全員の誓約書、住民票の写し（個人の場合）、役員一覧表（法人の場合）、登記事項証明書（商業・法人登記）を同封してください。

３　法人名義で申し込まれる場合は、法人の印鑑は法人の代表者印を使用してください。
	担当者名　　　　　　　　　　　　　 
連 絡 先　TEL       （       ）            

E-mail       　                  
※担当者名・連絡先は必ず記入してください。


誓　　約　　書
                                                        　　　令和　　年　　月　　日
　
　富　山　県　知　事　　殿
                                 （申込者） 住所（所在地）　

                                        　　商号（名称）

代表者名
　私は、富山県が実施する先着順による県有地売却の申し込みにあたり、下記の事項を誓約いたします。

１　契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者ではありません。
２　過去２年間、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項各号の規定に該当したことはありません。
３　「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」（平成３年法律第77号）第２条第２号から第４号まで及び第６号に該当する者ではありません。
４　私は、次のいずれかに該当する者ではありません。

　①　暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与している者

　②　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者

　③　暴力団若しくは暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している者

　④　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者

　⑤　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者
５　私は、本誓約書、県有地購入申込書及び役員名簿等が富山県から富山県警察本部に提供されることに同意します。
６　「無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律」（平成11年法律第147号）に基づき、同法第５条「観察処分」の決定を受けた団体及びその構成員若しくはその関係者ではありません。
７　県有地を購入したときは、これを上記３又は６に該当する者に譲渡又は貸与することはありません。
８　購入の申し込みに対し、購入物件、主な売買条件等全て承知のうえ申し込みますので、後日これらの事柄について富山県に対し一切の異議及び苦情を申し立てません。
　役員一覧表
令和　　年　　月　　日

富　山　県　知　事　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申込者（共有者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所（所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号（名称）
　県有地購入申込書の添付書類として、下記一覧を提出します。

記
	（フリガナ）

氏　名
	役職名
	住　所
	生年月日

	
	
	
	大・昭・平・令
年　　月　　日

	　　　　　　　


	
	
	

	
	
	
	大・昭・平・令
年　　月　　日

	
	
	
	

	
	
	
	大・昭・平・令
年　　月　　日

	
	
	
	

	
	
	
	大・昭・平・令
年　　月　　日

	
	
	
	

	
	
	
	大・昭・平・令
年　　月　　日

	
	
	
	



公表同意書
 令和　　年　　月　　日
　富山県知事　　新 田　八 朗　殿
                                       　 　　住所（所在地）　
                                        　　　商号（名称）
　　　　　　　　　　　　
代表者名　
　今回の県有地の売払にあたり、購入者決定後の必要と認められる時期に、県が、今回の売払結果を下記の項目について公表することに同意いたします。
記
   １　当該財産の所在地、区分、数量

２　申込者数、申込順位決定結果（同日に受付した場合のみ）

３  売払の契約年月日
   ４  売払の契約金額
   ５  売払相手方の個人・法人の別（個人の場合は、具体名は公表しませんが、法人の場合は、同意を得たうえで、具体名を公表できるものとします。）

法人の場合：法人名の公表に□同意する　□同意しない

   ６　売払相手方の業種（法人の場合のみ）

   ７　価格形成上の減価要因（県の売却価格の算定に当たり、地下埋設物、土壌汚染等の瑕疵又は建物解体撤去を減価要因とした場合のその要因をいう。）
※　「役員」とは、「株式会社にあっては取締役・執行役・会計参与・監査役、合名会社・合資会社・合同会社にあっては業務を執行する社員、社団・財団にあっては理事・監事」等をいいます。


※　「役員」全員について記載してください。（１枚に記載しきれないときは、本様式を複写等のうえ、別途記載してください。）


※　共有者がある場合、共有する法人の役員についても別葉にして記載してください。


※　登記事項証明書（商業・法人登記）を添付してください。








